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研究成果の概要（和文）：日本の農業の真の発展のためには，農協に全面依存し記録へのインセンティブが働いていな
い小規模兼業農家にかわって，農業法人や６次産業化を目指す事業体，さらには農業関連上場企業がそれぞれ農業を中
心的に担っていく必要がある。この中でも，地域振興への貢献可能性からは，６次産業体が最も期待される。そして，
このような事業体に，従来のような補助金ではなく，投資効果が厳しく問われる農業ファンドの資金が投入されれば，
投資効果の説明のためにも，複式簿記に基づく財務諸表の作成・報告が必須となる。本研究では、このような関係にお
いてこそ，農業発展のために複式簿記が果たし得る現代的役割が存することを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：For the real development of Japanese agriculture, instead of small farm families i
nvolved in another business who depend on JA completely and have no incentive for records, agricultural fo
undations, primary industry entity that will be in liaison with secondary and third industry(6th industry 
entity), and agricultural listing companies have to play an important role. From the viewpoint of the regi
onal promotion, 6th industry entity is best expected. If agricultural funds that ask the investment result
 strictly were invested in such entity, instead of old style subsidy, double-entry bookkeeping would be es
sential. Because double-entry bookkeeping is essential skill to prepare for financial statements, that acc
ounts for investment result. My research clarifies that modern role of double-entry bookkeeping for the re
al development of Japanese agriculture exists in such relationship.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 研究開始当初、そして現在も、地域経
済の活性化は日本経済にとって緊急の課題
である。そしてその鍵は、農業のような地
域から「逃げない」産業、つまり第１次産
業の発展と、当該第１次産業あるいは地場
産業との６次産業化による新たな雇用の場
の創出にあると考えられる。しかしながら、
特に日本の農業については、環太平洋経済
連携協定（TPP）についての議論の中で明
らかになっているように、その非効率性が
著しいと指摘されているのも事実である。
このような日本の農業の現状に対して、「簿
記は何らかの役割を担えないものであろう
か」という思いが、研究開始当初の背景で
ある。 
 
(2) 研究開始当初の問題意識は、(1)で述べ
たように、「非効率性が指摘される日本の農
業に対して、簿記が何らかの役割を果たせ
ないものか」というものであった。ただし
実はこれまでにも、「農業簿記」という名称
のもと、同様の問題意識に基づく研究や実
践が行われており、その中には注目に値す
る研究や教育、また実践もあったのは事実
である。しかしそれにもかかわらず、従来
の農業簿記は、日本の農業の発展・効率化
に役立ってきたと言い切ることは難しいと
思われる。それは何故なのか。本研究は、
この疑問に対して、タブーを恐れずに取り
組むことにした。この点も、本研究開始当
初の背景である。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究の目的は、上記「研究開始当初の
背景」でも一部述べたように、永くその非
効率性が指摘されてきた日本の農業に対し
て、「簿記は何らかの役割を担えないもので
あろうか」、あるいは「真の農業発展に向け
て簿記が果たし得る現代的役割は何か」と
いった問いの回答を得たいというものであ
った。 
 
(2)本研究のもう一つの目的に、研究をして
それで終わりではなく、たとえ不備・不足
があったとしても、日本の農業発展に向け
た簿記会計的視点に基づく具体的提言を出
すというものもあった。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究が、一見類似している研究と大き
く異なるのは、研究対象となる日本の農業
者を一律に見るのではなく、「モデル分け」
という新たな方法をとったことによる。そ
して、５つにモデル分けした農業者に対し、
詳細なヒアリング調査を行い、日本の農業
者の生の声を収集していったのも本研究の
方法的特徴である。 
なお、本研究では、以下の５つに日本の

農業者を分類した。まず、現在の日本にお

いて多数を占める小規模兼業農家を「モデ
ル１」、ついで自立的かつ営利的志向を有し
農業経営を効率的に行おうとする農家を
「モデル２」、そして農業法人を「モデル３」
と位置づけた。さらに、６次産業化あるい
は農商工の連携により農業の産業化を目指
す事業体を「モデル４」、最後に、広範な資
金調達活動を行うことを志向する農業関連
上場企業を「モデル５」と位置づけた。こ
れらのモデル分けは、日本の農業者を全て
網羅しているというわけではないが、どの
農業者モデルにおいて複式簿記の役割が効
果的に発揮され得るのかをクリアにできる
のではないかと考えて行ったものである。 
本研究は、以上のように５つにモデル分

類された各農業者において、どのような記
録がとられているのか、また複式簿記はそ
の役割を発揮しているのかについて確認す
べく、ヒアリングを中心とした各種調査を
重ねるという研究方法をとった。 
 
(2) 本研究における研究方法は、上記(1)で
述べたようなモデル分けに基づくヒアリン
グ調査だけでなく、適宜文献調査にもよっ
ている。特に、従来の農業簿記の問題点を、
制度、理論、教育、実務における各側面か
ら考察する際には、関連する各種文献を渉
猟した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究ではまず、従来の農業簿記を、
制度、理論、教育、実務における各側面か
ら調査した後、その問題の本質を次のよう
に考察した。従来の農業簿記は、小規模兼
業農家のような多くの記録主体のおかれた
環境を直視するよりも、税控除・補助金申
請・欧米模倣・大学進学等のような種々の
別な観点から、全ての農業者および農業者
にならぬ者にまで、「複式簿記」を必須のも
のとして据えてしまったことに問題があっ
たと考えられる。つまり、従来の農業簿記
の問題は、全ての農業者に対して一律に、
「複式簿記」の適用を暗黙裡に強いてきた
ことにあることを指摘したのである。 
 
(2)次いで、「研究の方法」で示した、モデ
ル分けされた日本の各農業者の、記録に関
する実態をヒアリング調査により明らかに
していった。まず、モデル１小規模兼業農
家については、記録をとることについての
インセンティブが著しく欠如していたが、
それは JA バンクの通帳記入への全面依存
が主たる原因であることが明らかとなった。 
さらに、価格決定権が農業者側ではなく主
に大手スーパー等の流通側に偏在する「市
場流通問題」や、記録に基づく原価計算行
為を空しいものとする「補助金問題」と相
俟って、モデル１農家が記録をつけるイン
センティブが奪われていくことも明らかと
なった。 



 
(3) モデル２自立志向農家においては、農
協（JA）から自立し、そのために価格決定
権を有しようとするため、モデル１農家に
比して記録への意識は格段に高いことも明
らかになった。しかしながら、そのような
農業に関する規則的・継続的記録は、必ず
しも複式簿記という特殊な記録形式による
必要のないものであることもまた確認され
た。具体的には、「土地診断書」や「牛管理
カルテ」などであった。 
 
(4) モデル３農業法人においては、法人化
に際して複式簿記の適用が新たに義務づけ
られていることもあり、複式簿記の役割・
効果は有効に発揮されていることが明らか
になった。なお、複式簿記の効果・役割に
ついては、当該モデル３農業法人における
ヒアリング調査から、日々の企業活動を記
録することにより構成員の管理を行いつつ、
コストを中心にした利益計算を自検機能を
有する閉じた体系内で財産計算の裏付けを
もって行い、さらに結果的に作成される財
務諸表により近代的経済組織における合意
形成機能をも果たすことと捉えることがで
きた。これらの複式簿記の役割・効果は、
法人化に踏み切ったばかりのモデル３農業
法人において、特に強く実感されていた。
ただし一方、モデル３農業法人にとっての
複式簿記の必要性は、純粋な経営分析のた
めというより、各種補助金の申請・獲得の
ためでもあるということも明らかになった。
そしてそれは、「農業経営基盤強化準備金」
のような項目に端的に表れているという問
題についても明らかになった。 
 
(5) モデル４農商工連携（あるいは 6 次産
業化）事業体においては、複式簿記の役割
については、モデル３農業法人において見
られたような効果発現についての強い実感
が見られなかった。一方でモデル４事業体
は、特定地域の雇用を永続的に生み出して
いることが確認され、地域振興への貢献可
能性は非常に高いことが明らかとなってい
る。ヒアリング調査に加えて関連する各種
申請書類の調査の結果から明らかになった
のは、モデル４事業体にとって複式簿記は
すでに経理処理あるいは事業運営の必須の
手段であり、その効果についても織り込み
済みということであった。この点とは別に、
モデル４事業体においては、農商工連携の
現場において、事業主体が明確でない場合
に各事業者間において経理の不統一が見ら
れ、複式簿記適用の局面において新たな問
題が発生しつつあることも確認された。 
 
(6)モデル分けに基づく研究成果の提示の
最後に、モデル５農業関連上場企業につい
ての調査結果を示す。当該モデル５企業に
おいては、複式簿記の適用と役割発揮につ

いては、その組織や規模から考えて当然で
あり、モデル４事業体と同様に経営上織り
込み済みであることが確認された。しかし
ながら、業態によっては、簿記会計的処理
に対して、税務の視点が強く反映され過ぎ
る傾向があることも明らかになった。なお、
当該モデル５企業を対象とした理由は、 国
際会計基準（IAS）第 41 号「農業」が対象
とするような農業団体も、本研究の中に組
み入れて考察しようと考えたからである。
この IAS 第 41 号「農業」の最大の特徴は、
生物資産、農産物等に対して、公正価値
（fair value）による評価を行うことだとさ
れている。ただし、当該基準に基づき生物
資産や農産物を公正価値評価している企業
群は、外国企業にしか見られない。したが
って、モデル 5 企業の公正価値適用につい
ては、外国企業を分析対象とした。分析の
結果、公正価値の適時・適切な使用は、農
産物の帳簿価額が補助金や相対取引により
不明確・不明朗に決定されていく傾向があ
るのに対して、農業経営の実態を投資家に
正しく伝えていける可能性を秘めているの
ではないかという類推を得ることができた。 
 
(7)本研究の最終目的は、５つに分類された
日本の農業者に対して、それぞれの記録の
実態に応じ、簿記会計的視点に基づく具体
的提言を行っていくことであった。ここで
は、対モデル４までの提言を示す。まず、
モデル１農家の記録に関する状態を確認し
ておくと、「記録なし」あるいは「散発的記
録」の状態にとどまっていた。したがって、
モデル１農家に対しては、「記録をとってみ
ませんか？ 記録は面倒くさいかもしれま
せんが、自立・自営の第１歩ですよ」とい
う提言を行った。次に、モデル２農家はモ
デル１農家と異なり、記録への意識が高く、
「規則的・継続的記録」を重視しているこ
とが確認された。そこでモデル２農家に対
しては、「今つけている記録に『簿記的発想』
も取り入れてみませんか？」という提言を
行った。これは、入と出を記録して計算上
の残りを算定し、さらにその計算上の残り
と実際の残りを照合することで色々な対象
物の管理が容易になり、もって効率的な農
業経営を促進することになると考えたから
である。むろん、いきなり全てを複式簿記
で記録すべしという企図ではなく、業務の
一部、例えば農薬管理等に「簿記的発想」
を入れてはどうだろうかという提案である。 
モデル 3 農業法人の記録に関する状態は、

法人化の条件でもあるため、「複式簿記」が
適用されていることが確認された。しかし
ながら、複式簿記の適用は、税務申告や補
助金獲得のための手段ともなっていること
も別に確認された。したがって、モデル３
農業法人に対しては、「税務や補助金等の視
点を一旦除いて、財務諸表をつくってみま
せんか？」という提言を行った。これは、



今後競争が激化するであろう農業分野にお
いて、本当に儲かっているのかどうか、あ
るいは本当の自分の姿はどのようなものか
を知るために、税務や補助金の視点を取り
除いた財務諸表の必要性が生じてくる、と
いう考えに基づいたものである。 
さらに、モデル４事業体の記録に関する

状態は、複式簿記はすでに経営の大前提と
して織り込まれ済みであり、その関心は複
式簿記をベースとした管理会計的分析ツー
ルに移っていることが確認された。ただし、
連携の主体が不明確な場合、経理の不統一
といった問題や連結上の問題が発生してい
ることもまた確認されている。したがって、
モデル４事業体へは、「事業主体が不明確な
まま連携を進めるより、モデル３農業法人
なり、地場の建設会社なりの明確な事業主
体を中心として、６次産業化を進めた方が
よいのではないですか？」という提言を行
った。そしてさらに、モデル３農業法人お
よびモデル４事業体に対しては、「農業ファ
ンドから資金を受け入れてみませんか？ 
本当に成長したいなら一定以上の投下資金
が必要ではないでしょうか」という共通す
る提言も行った。これは、もらいっぱなし
の補助金ではなく、投資効果が厳しく問わ
れるファンドを活用することによって、成
長に必要な資金を迅速に調達できることに
加え、投資家の目が入ることで農業の効率
性追求にも寄与すると考えられるからであ
る。また、投下資本と回収余剰の確定・計
算、さらにはそれらを含めた投資対象全体
の姿のファンド側への説明において、複式
簿記の機能・役割が真に発揮されることが
期待されるのである。 
 
(8)研究成果の最後に、モデル５農業関連上
場企業への提言、および成果全体の英語に
よる標語風まとめを示す。モデル５企業の
記録に関する状態は、モデル３農業法人お
よびモデル４事業体と同様、複式簿記の適
用は大前提であることが確認された。しか
しながら、業態によっては、複式簿記の適
用に基づく財務諸表が税務申告の目的に偏
りすぎているところもあることが確認され
た。この弊害を克服する一つの手段として、
本研究では IAS 第 41 号「農業」に着目し
た。この IAS 第 41 号「農業」の最大の特
徴は、既述のように、生物資産、農産物等
に対して公正価値による評価を行うことで
ある。このような IAS 第 41 号を実際に適
用している外国企業の分析を通じ、公正価
値評価の問題点と共に、その可能性につい
ても明らかにした。公正価値の適時・適切
な使用は、農産物の帳簿価額が補助金や相
対取引により不明確・不明朗に決定されて
いく傾向があるのに対して、農業経営の実
態を投資家に正しく伝えていける可能性を
秘めているのである。以上の分析・考察の
結果、モデル５企業に対しては、「公正価値

の適時・適正な適用による、投資家への効
果的な情報提供という新たな可能性につい
て考えてみませんか？」という提言を行っ
た。 
 これまでの提言を英語でまとめると以下
のようになろう。 No Records 、  No 
Independence（記録なくして自立・自営な
し）。No Bookkeeping、 No Control（簿
記なくして管理なし）。No Double-Entry 
Bookkeeping、 No Management（複式簿
記なくして経営なし）。No Financial 
Statements、 No Funds（財務諸表なくし
て資金なし）。No Fair Value、 No IR.（公
正価値なくして IR なし）。 
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